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☆ドイツにおける特許権行使のトレンド（６）
−ドイツ特許法の改正・UPCスタートへ・SEP訴訟の動向― ⑴

　ドイツ・欧州の特許訴訟制度が変革期に入った。
　今年８月18日、ドイツ特許法の改正法が施行され
た。無効訴訟の迅速化と営業秘密保護の強化によっ
て、訴訟大国ドイツにおける特許訴訟の利便性を高
めようとするものである（以下Ｉ）。
　また、今年８月13日、統一特許裁判所（UPC）協
定の批准法がドイツで施行され、EUにおける一本
化した特許訴訟手続に向けてまた大きな一歩を踏み

出した。そのため、UPC制度が2022年夏にスタート
する可能性が現実的なものとなっている（以下II）。
　さらに、標準必須特許（SEP）の権利行使との関係
で欧州司法裁判所（EUCJ）がHuawei v ZTE事件で
定立し規範につき、ドイツ連邦最高裁判所（BGH）が
2020年にSisvel v Haier I・II事件で初めて判決を言い
渡した。実施者側に厳格な対応を求めたBGH判決と
その規範を適用する下級審判決の動向を概覧する（以
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